別表第３（第４条関係）
１　建築物に関する整備基準
	eq \o\ad(\d\fo"整備項目　　"(),整備項目)
	整　　　備　　　基　　　準

	１　経路
	(1) 次のアからウまでに掲げる場合には、それぞれ当該アからウまでに定める経路のうち１以上（エに掲げる場合にあっては、そのすべて）を、高齢者、障害者等が円滑に利用できる経路（以下「移動等円滑化経路」という。）とすること。

　ア　建築物に、多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利

　　用する居室（直接地上へ通ずる出入口のある階（以下この項において

　　「地上階」という。）又はその直上階若しくは直下階のみに居室があ

　　る建築物にあっては、地上階にあるものに限る。以下「利用居室」という。）を設ける場合　道又は公園、広場その他の空地（以下「道等」という。）から当該利用居室までの経路

　イ　建築物又はその敷地に車椅子使用者用便房(車椅子を使用している

　　者（以下「車椅子使用者」という。）、高齢者、妊婦、乳幼児を連れた者等誰もが円滑に利用することができるよう十分な空間が確保され、かつ、腰掛便座、手すり等が適切に配置されている便房をいう。以下同じ。）（６の項に定める構造の客室及び寝室に設けられるものを除く。以下この項において同じ。）を設ける場合　利用居室（当該建築物に利用居室が設けられていないときは、道等。ウにおいて同じ。）から当該車椅子使用者用便房までの経路
　ウ　建築物又はその敷地に車椅子使用者用駐車施設（車椅子使用者が円

　　滑に利用することができる駐車施設をいう。以下同じ。）を設ける場合　当該車椅子使用者用駐車施設から利用居室までの経路
エ　建築物が公共用歩廊である場合　その一方の側の道等から当該公共用歩廊を通過し、その他方の側の道等までの経路（当該公共用歩廊又はその敷地にある部分に限る。）

(2) 移動等円滑化経路は、次に定める構造とすること。

　ア　当該移動等円滑化経路上に階段(その踊場を含む。以下同じ。)又は段を設けないこと（別表第１の建築物の項の１、８、９及び16から18までに掲げる生活関連施設(特別支援学校を除く。)(以下「除外施設」という。）並びに床面積の合計が 2,000平方メートル未満の生活関連施設を除く。）。ただし、傾斜路 (その踊場を含む。以下同じ。)又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合は、この限りでない。
　イ　当該移動等円滑化経路を構成する出入口は、次に定める構造とすること。
　　(ｱ) 幅は、80センチメートル以上とすること。
　　(ｲ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用

　　　者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差

　　　がないこと。
　ウ　当該移動等円滑化経路を構成する廊下等(廊下その他これに類するものをいう。以下同じ。)は、２の項に定める構造とするほか、次に定める構造とすること。
　　(ｱ) 幅は、 120センチメートル以上とすること。
　　(ｲ) 50メートル以内ごとに車椅子の転回に支障がない場所を設ける

　　　こと（別表第１の建築物の項の８、９及び18に掲げる生活関連

　　　施設を除く。）。

　　(ｳ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用

　　　者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差

　　　がないこと。
　エ　当該移動等円滑化経路を構成する傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、４の項に定める構造とするほか、次に定める構造とすること。
　　(ｱ) 幅は、階段に代わるものにあっては 120センチメートル以上、

　　　階段に併設するものにあっては90センチメートル以上とすること。
　　(ｲ) 勾配は、12分の１を超えないこと。ただし、高さが16センチメ

　　　ートル以下のものにあっては、８分の１を超えないこと。
　　(ｳ) 高さが75センチメートルを超えるものにあっては、高さ75セン

　　　チメートル以内ごとに踏幅が 150センチメートル以上の踊場を設けること。
　オ　当該移動等円滑化経路を構成するエレベーター(カに規定するものを除く。以下このオにおいて同じ。）及びその乗降ロビーは、次に定める構造とすること（除外施設及び床面積の合計が 2,000平方メートル未満の生活関連施設を除く。）。
　　(ｱ) 籠（人を乗せ昇降する部分をいう。以下このオにおいて同じ。）は、利用居室、車椅子使用者用便房又は車椅子使用者用駐車施設がある階及び地上階に停止すること。
　　(ｲ) 籠及び昇降路の出入口の幅は、80センチメートル以上とすること。
　　(ｳ) 籠の幅は、140センチメートル以上とすること。

　　(ｴ) 籠の奥行きは、 135センチメートル以上とすること。

　　(ｵ) 籠は、車椅子の転回に支障がない構造とすること。
　　(ｶ) 乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、 150センチメートル以上とすること。
　　(ｷ) 籠内及び乗降ロビーには、車椅子使用者が利用しやすい位置に制御装置を設けること。

　　(ｸ) 籠内に、籠が停止する予定の階及び籠の現在位置を表示する装置を設けること。

　　(ｹ) 乗降ロビーに、到着する籠の昇降方向を表示する装置を設けること。

　　(ｺ) 籠内には、籠及び昇降路の出入口の戸の開閉状態を確認することができる鏡を設けること。
　　(ｻ) 籠内には、手すりを設けること。

(ｼ) 多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するエレベーター及び乗降ロビーにあっては、(ｱ)から(ｻ)までに定めるもののほか、次に定める構造とすること。ただし、エレベーター及び乗降ロビーが主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合は、この限りでない。

　　　ａ　籠内に、籠が到着する階並びに籠及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。
　　　ｂ　籠内及び乗降ロビーに設ける制御装置（車椅子使用者が利用しやすい位置及びその他の位置に制御装置を設ける場合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。）は、次のいずれかの方法により視覚障害者が円滑に操作することができる構造とすること。

(a)　点字

　　　(b)　文字等の浮き彫り

　    (c)　音による案内

　    (d)　(a)から(c)までに掲げる方法に類するもの

　　　ｃ　籠内又は乗降ロビーに、到着する籠の昇降方向を音声により知らせる装置を設けること。

　カ　当該移動等円滑化経路を構成する特殊な構造又は使用形態のエレベーターは、次に定める構造とすること。

　　(ｱ) 特殊な構造又は使用形態のエレベーター及びエスカレーターの

　　　構造方法を定める件（平成12年建設省告示第1413号）第１第７

号に規定するものとすること。

　　(ｲ) 籠の幅は、70センチメートル以上とし、かつ、奥行きは、120センチメートル以上とすること。

　　(ｳ) 車椅子使用者が籠内で方向を変更する必要がある場合にあっ

ては、籠の床面積が十分に確保されていること。

　キ　当該移動等円滑化経路を構成する特殊な構造又は使用形態のエスカレーターは、通常の使用状態において車椅子に座ったまま車椅子使用者を昇降させる場合に２枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降を行うエスカレーターで、当該運転時において、踏段の定格速度を30メートル毎分以下とし、かつ、２枚以上の踏段を同一の面とした部分の先端に車止めを設けたものであること。

　ク　当該移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路は、10の項に定める構造とするほか、次に定める構造とすること。

　　(ｱ) 幅は、 120センチメートル以上とすること。
　　(ｲ) 50メートル以内ごとに車椅子の転回に支障がない場所を設ける

　　　こと。
　　(ｳ) 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用

　　　者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。

　　(ｴ) 傾斜路は、次に定める構造とすること。
　　　ａ　幅は、段に代わるものにあっては 120センチメートル以上、

　　　　段に併設するものにあっては90センチメートル以上とすること。

　　　ｂ　勾配は、12分の１を超えないこと。ただし、高さが16センチ

　　　　メートル以下のものにあっては、８分の１を超えないこと｡
　　　ｃ　高さが75センチメートルを超えるもの（勾配が20分の１を

　　　　超えるものに限る。）にあっては、高さ75センチメートル以内

　　　　ごとに踏幅が 150センチメートル以上の踊場を設けること。

	２　廊下等
	利用者の用に供する廊下等は、次に定める構造とすること。

(1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

(2) 階段又は傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）

の上端に近接する廊下等の部分（多数の者が利用し、又は主として視覚

障害者が利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し段差又は傾斜

の存在の警告を行うために床面に敷設されるブロックその他これに類

するものであって、点状の突起が設けられており、かつ、周囲の床面と

の色の明度の差が大きいこと等により容易に識別できるもの（以下「点

状ブロック等」という。）を敷設すること(除外施設を除く｡)。ただし、

当該部分が次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

ア　勾配が20分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接するものである場合

イ　高さが16センチメートルを超えず、かつ、勾配が12分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接するものである場合

ウ　主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合

	３　階段
	　利用者の用に供する階段は、次に定める構造とすること。

(1)  踊場を除き、手すりを設けること。

(2)  主たる階段は、回り階段でないこと。ただし、回り階段以外の階段を設ける空間を確保することが困難であるときは、この限りでない。
(3)　表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

(4)　踏面の端部とその周囲の部分との色の明度の差が大きいこと等により段を容易に識別できるものとし、かつ、段鼻の突き出しがないこと等によりつまずきにくい構造とすること。
(5)　段がある部分の上端に近接する踊場の部分には、点状ブロック等を敷設すること(除外施設を除く。)。ただし、当該部分が次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

ア　主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合

イ　段がある部分と連続して手すりを設けるものである場合

	４　階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路
	　利用者の用に供する傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、次に定める構造とすること。

(1)　勾配が12分の１を超え、又は高さが16センチメートルを超える傾斜がある部分には、手すりを設けること。
(2)　表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
(3)　その前後の廊下等との色の明度の差が大きいこと等によりその存在を容易に識別できるものとすること。
(4)　傾斜がある部分の上端に近接する踊場の部分には、点状ブロック等を敷設すること(除外施設を除く。)。ただし、当該部分が次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。
　ア　勾配が20分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接するものである場合

　イ　高さが16センチメートルを超えず、かつ、勾配が12分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接するものである場合

　ウ　主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合

　エ　傾斜がある部分と連続して手すりを設けるものである場合

	５　便所
	(1)　主として高齢者、障害者等が利用する建築物若しくは床面積の合計が2,000平方メートル以上の建築物に利用者の用に供する便所を設ける場合又は公衆便所の新築等をする場合には、次に定める基準に適合する便所を1以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）設けること。
ア　車椅子使用者用便房が設けられていること。

イ　高齢者、障害者等が円滑に利用することができる構造の水洗器具を設けた便房が設けられていること。
(2)　(1)の建築物以外の建築物に利用者の用に供する便所を設ける場合においては、腰掛便座、手すり等が適切に配置されている便房が設けられた便所を1以上(男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ1以上)設けること。

(3)　利用者の用に供する男子用小便器のある便所を設ける場合においては、そのうち1以上の便所に次に定める基準に適合する小便器を1以上設けること。
ア　床置式の小便器、壁掛式の小便器（受け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器とすること。
イ　主として高齢者、障害者等が利用する建築物においては、当該小便器の両側に手すりが設けられていること。

	６　客室及び寝室(以下「客室等」という。)
	　社会福祉施設等で床面積の合計が2,000平方メートル以上であるものにベッドを備えた客室等を設ける場合においてはその１以上の室を、ホテル若しくは旅館で床面積の合計が5,000平方メートル以上若しくは客室の総数が50以上であるものにベッドを備えた客室等を設ける場合においては客室等の総数に100分の１を乗じて得た数（その数に１未満の端数があるときは、その端数を切り上げた数）以上の室を次に定める構造とすること。
(1)　室内は、高齢者、障害者等が円滑に利用することができるよう十分な床面積が確保されていること。
(2)　便所は、次に定める構造とすること。ただし、当該客室等が設けられている階に5の項(1)に定める構造の便所を1以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）設ける場合においては、この限りでない。
ア　車椅子使用者用便房が設けられていること。

イ　車椅子使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口は、次に定める構造とすること。

(ア)　幅は、80センチメートル以上とすること。

(イ)　戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。
(3)　浴室又はシャワー室（以下「浴室等」という。）は、次に定める構造とすること。ただし、当該客室等が設けられている建築物にこれと同等以上に円滑に利用できる浴室等が1以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ１以上）設けられている場合においては、この限りでない。

　ア　浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されていること。

　イ　車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間が確保されていること。

ウ　出入口は、(2)のイに定める構造とすること。

	７　客席
	　劇場、観覧場、映画館、演芸場、集会場又は公会堂に固定式の客席を設ける場合においては、車椅子使用者が利用できる次に定める基準に適合する席を1以上設けること。
(1)　車椅子使用者用の席の幅を90センチメートル以上、奥行きを120センチメートル以上とすること。
(2)  車椅子使用者用の席の床は、水平であること。

(3)　客席を有する室の1の項(2)のイの(ｱ)及び(ｲ)に定める構造の出入口から車椅子使用者用の席に至る通路のうち、1以上の通路は、次に定める構造とすること。
ア　幅は、120センチメートル以上とすること。
　イ　高低差がある場合には、次に定める構造の傾斜路を設けること。

　(ｱ) 勾配は、12分の1(傾斜路の高さが16センチメートル以下の場合にあっては、8分の1)を超えないこと。
　  (ｲ) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

	８　案内表示
	(1) 移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の付近には、次に定めるところにより、それぞれ、当該エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることを表示する標識を設けること。

　ア　高齢者、障害者等の見やすい位置に設けること。

　イ　当該標識に表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容が日本工業規格Ｚ8210に定められているときは、これに適合するもの）であること。
(2) 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板その他の設備で、高齢者、障害者等が見やすく、理解しやすいよう設置場所、高さ、文字の大きさ等表示に配慮したものを設けること。ただし、当該エレベーターその他の昇降機、便所若しくは駐車施設の配置を容易に視認でき、又は案内所を設ける場合は、この限りでない。

(3) 建築物又はその敷地には、当該建築物又はその敷地内の移動等円滑化の措置がとられたエレベーターその他の昇降機又は便所の配置を次のいずれかの方法により視覚障害者に示すための設備を設けること。ただし、案内所を設ける場合は、この限りでない。

ア　点字

　イ　文字等の浮き彫り

　ウ　音による案内

　エ　アからウまでに掲げる方法に類するもの

(4) 次のア又はイに掲げる避難口の上部又はその直近の避難上有効な箇所に避難用の誘導灯を設ける場合においては、点滅型誘導音装置付誘導灯を設置する等視覚障害者及び聴覚障害者の誘導に配慮したものとすること。

ア　屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合にあっては、当該附室の出入口）

　　イ　直接地上へ通ずる出入口のある階又は地上に通ずる直通階段（傾斜路を含む。）の出入口（附室が設けられている場合にあっては、当該附室の出入口）

	９　駐車場
	(1)　利用者の用に供する駐車場には、車椅子使用者用駐車施設を設けること（機械式駐車場並びに共同住宅、寄宿舎及び下宿を除く。）。
(2) 車椅子使用者用駐車施設は、次に定める基準に適合するものとする

こと。

　ア　１の項(1)のウに定める経路の長さができるだけ短くなる位置に設けること。

イ　幅は、350センチメートル以上とすること。

(3)　車椅子使用者用駐車施設へ通ずる出入口から車椅子使用者用駐車施設に至る駐車場内の通路は、10の項(1)から(3)までに定める構造とすること。

	10　敷地内の通路
	　利用者の用に供する敷地内の通路は、次に定める構造とすること。

(1)　表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
(2)　段を設ける場合においては、当該段は、次に定める構造とすること。

　ア　手すりを設けること。

　イ　踏面の端部とその周囲の部分との色の明度の差が大きいこと等により段を容易に識別できるものとし、かつ、段鼻の突き出しがないこと等によりつまずきにくい構造とすること。

(3)　通路を横断する排水溝を設ける場合においては、溝蓋は、つえ、車椅子等の使用者の通行に支障のない構造とすること。

(4)　敷地内の通路に設けられる傾斜路は、次に定める構造とすること。
ア　勾配が12分の１を超え、又は高さが16センチメートルを超え、かつ、勾配が20分の１を超える傾斜がある部分には、手すりを設けること。
イ　その前後の通路との色の明度の差が大きいこと等によりその存在を容易に識別できるものとすること。

ウ　傾斜路は、必要に応じて、ひさしを設けるなど積雪時等の通行に支障が生じないよう配慮したものとすること。

	11　案内設備までの経路
	(1)　道等から当該案内設備までの経路（多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）は、そのうち１以上を、視覚障害者が円滑に利用できる経路（以下「視覚障害者移動等円滑化経路」という。）とすること。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

ア　道等から案内設備までの経路が主として自動車の駐車の用に供する施設に設けるものである場合

イ　建築物の内にある当該建築物を管理する者等が常時勤務する案内所から直接地上へ通ずる出入口を容易に視認でき、かつ、道等から当該出入口までの経路が(2)のア及びイの構造である場合

(2) 　視覚障害者移動等円滑化経路は、次に定める構造とすること。
ア 　当該視覚障害者移動等円滑化経路に、線状ブロック等（視覚障害者の誘導を行うために床面に敷設されるブロックその他これに類するものであって、線状の突起が設けられており、かつ、周囲の床面との色の明度の差が大きいこと等により容易に識別できるものをいう。以下同じ。）及び点状ブロック等を適切に組み合わせて敷設し、又は音声その他の方法により視覚障害者を誘導する設備を設けること。ただし、進行方向を変更する必要がない風除室内においては、この限りでない。

イ　当該視覚障害者移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路の次に掲げる部分には、点状ブロック等を敷設すること。
(ｱ)　車路に近接する部分
(ｲ)　段がある部分又は傾斜がある部分の上端に近接する部分。ただし、次に掲げる部分を除く。

a　勾配が20分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接する部分

b　高さが16センチメートルを超えず、かつ、勾配が12分の１を超えない傾斜がある部分の上端に近接する部分

c　段がある部分又は傾斜がある部分と連続して手すりを設ける踊場等の部分

	備考　１の項(1)のアに定める経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により同項(2)のクの規定によることが困難である場合における同項(1)及び(2)の規定の適用については、同項(1)のア中「道又は公園、広場その他の空地（以下「道等」という。）」とあるのは、「当該建築物の車寄せ」とする。


２　公共交通機関の施設に関する整備基準
	eq \o\ad(\d\fo"整備項目　　"(),整備項目)
	整　　　備　　　基　　　準

	１　改札口

	　改札口のうち、1以上の改札口は、次に定める構造とすること。
(1)　幅は、80センチメートル以上とすること。
(2)　車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。
(3)　視覚障害者誘導用ブロック（線状ブロック等及び点状ブロック等を適切に組み合わせて床面に敷設したものをいう。以下同じ。）を敷設すること。


	２　通路

	　利用者の用に供する通路は、次に定める構造とすること。
(1)　表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
(2)　段を設ける場合においては、当該段は、次に定める構造とすること。

　　ア　手すりを設けること。

　　イ　踏面の端部の全体がその周囲の部分と色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別できるものとし、かつ、段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものが設けられていない構造とすること。
(3)　1の項に定める構造の改札口から乗降場に至る経路のうち1以上の経路においては、通路を次に定める構造とすること。この場合において、4の項に定める構造のエレベーターが設置されるときは、当該経路は当該エレベーターの昇降路を含むものとすること。
ア　幅は、140センチメートル以上とすること。
イ　高低差がある場合においては、(5)に定める構造の傾斜路又は車椅子使用者用特殊構造昇降機（１の表の１の項(2)のカの(ｱ)から(ｳ)までに定める構造のエレベーター又は同項(2)のキに定める構造のエスカレーターをいう。以下同じ。）を設けること。
ウ　1の項に定める構造の改札口並びに4の項に定める構造のエレベーター及び車椅子使用者用特殊構造昇降機の昇降路の出入口に接する部分は、水平とすること。
(4)　1の項に定める構造の改札口から乗降場に至る経路のうち1以上の経路においては、通路に視覚障害者誘導用ブロックを敷設し、又は音声により視覚障害者を誘導する装置その他これに代わる装置を設けること。
(5)　通路に設けられる傾斜路は、次に定める構造とすること。
　　ア　傾斜路は、１の表の１の項(2)のエの(ｱ)から(ｳ)までに定める構造とすること。
　　イ　傾斜路は、表面を粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
　　ウ　傾斜路には、手すりを設けること。

	
	　　エ　傾斜路(その踊場を除く。以下このエ及びオにおいて同じ。)は、その踊場及び当該傾斜路に接続する通路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるものとすること。
　　オ　傾斜路の上端に近接する通路及び踊場の部分には、点状ブロック等を敷設すること。


	３　階段
	　利用者の用に供する階段は、次に定める構造とすること。
(1) 手すりが両側に設けられていること。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。
(2) 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。
(3) 回り段がないこと。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。

(4) 踏面の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

(5) 　踏面の端部の全体がその周囲の部分と色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより段を容易に識別できるものとし、かつ、段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものが設けられていない構造とすること。 
(6) 階段の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、側面が壁面である場合は、この限りでない。

(7) 階段の上端に近接する廊下等及び踊場の部分には、点状ブロック等を敷設すること。　

	４　エレベーター
	　公共交通機関の施設の1に定める構造の改札口から乗降場に至る利用者の用に供する経路にエレベーターを設ける場合においては、1の表の１の項(2)のオの(ｱ)から(ｻ)まで及び(ｼ)のaからcまでに定める構造のエレベーターを１以上設けること

	５　便所
	(1)　利用者の用に供する便所を設ける場合においては、当該便所は、次に定める構造とすること。
ア　便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別（当該区別がある場合に限る。）並びに便所の構造を音、点字その他の方法により視覚障害者に示すための設備が設けられていること。

　イ　床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

ウ　男子用小便器を設ける場合は、1以上の床置式小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが35センチメートル以下のものに限る。）その他これらに類する小便器が設けられていること。
エ　ウの規定により設けられる小便器には、手すりが設けられていること。
(2) 利用者の用に供する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、(1)に定める構造とするほか、次に定める構造とすること。

ア　便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていること。
イ　高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所であること。

(3) (2)のアの便房が設けられた便所は、次に定める構造とすること。
ア　出入口の幅は、80センチメートル以上であること。
イ　出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。ただし、傾斜路を設ける場合は、この限りでない。
ウ　出入口には、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていることを表示する標識が設けられていること。
エ　出入口に戸を設ける場合は、当該戸は、次に定める構造とすること。
(ｱ) 幅は、80センチメートル以上であること。
(ｲ) 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のものであること。
オ　車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。
(4) (2)のアの便房は、次に定める構造とすること。

ア　出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。
イ　出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであることを表示する標識が設けられていること。
ウ　腰掛便座及び手すりが設けられていること。
エ　高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具が設けられていること。
　オ　(3)のア、エ及びオに定める構造とすること。

(5) (2)のイの便所は、次に定める構造とすること。

　ア　(3)のア、イ、エ及びオ並びに(4)のウ及びエに定める構造とすること。

　イ　出入口には、当該便所が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであることを表示する標識が設けられていること。


	６　案内表示
	　案内板等を設ける場合においては、主要な案内板等を高齢者、障害者等が見やすく、理解しやすいよう高さ、文字の大きさ等表示に配慮したものとすること。

	７　乗降場
	(1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

(2) 両端には、転落防止のための柵を設けること。

(3)  縁端には、点状ブロック等を敷設すること。


３　道路に関する整備基準
	eq \o\ad(\d\fo"整備項目　　"(),整備項目)
	整　　　備　　　基　　　準

	歩道

	　歩道を設ける場合においては、次に定める構造とすること。
(1) 表面は、滑りにくく、かつ、平坦なものとすること。
(2) 幅員は、200センチメートル以上とすること。
(3) 次に掲げる部分の車道との段差は切り下げ、車椅子使用者が通過する際に支障とならないものとすること。
　ア　歩道の巻き込み部分
　イ　歩道が横断歩道と接する部分
　ウ　横断歩道が中央分離帯を横切る部分
(4) 段差の切下げ部分の勾配は、８パーセントを超えないこと。
(5) 歩道の幅員内に排水溝を設ける場合においては、溝蓋は、つえ、車椅子等の使用者の通行に支障のない構造とすること。
(6) 視覚障害者の歩行が多い歩道及び公共交通機関の駅等と視覚障害者の利用が多い施設等を結ぶ歩道には、必要に応じて視覚障害者誘導用ブロックを敷設すること。
(7) 歩行者の特に多い歩道にあっては、除排雪しやすい構造とすること。


４　公園に関する整備基準
	eq \o\ad(\d\fo"整備項目　　"(),整備項目)
	整　　　備　　　基　　　準

	１　出入口
	　利用者の用に供する公園の出入口のうち、１以上の出入口は、次に定める構造とすること。
(1) 幅は、120センチメートル以上とすること。
(2) 車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。

	２　園路

	　１の項に定める構造の出入口から園内の主要な施設に至る園路のうち、１以上の園路は、次に定める構造とすること。
(1) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
(2) 幅は、120センチメートル以上とすること。
(3) 縦断勾配は、原則として４パーセントを超えないこととし、最大縦断勾配はやむを得ない場合でも8パーセントを超えないこと。
(4) ３パーセントから４パーセントまでの縦断勾配が50メートル以上続く場合は、途中に150センチメートル以上の水平部分を設けること。
(5) 園路を横断する排水溝を設ける場合においては、溝蓋は、つえ、車椅子等の使用者の通行に支障のない構造とすること。
(6) 段を設ける場合においては、当該段は、1の表の3の項(1)から(4)までに定める構造に準ずるものとすること。
(7) 園路に設けられる傾斜路及びその踊場は、次に定める構造とすること。
　ア　幅は、120センチメートル（段を併設する場合にあっては、90
センチメートル）以上とすること。
　イ　縦断勾配は、８パーセントを超えないこと。
　ウ　傾斜路には、必要に応じて手すりを設けること。
　エ　表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。
オ　傾斜路(その踊場を除く。以下このオ及び(8)において同じ。)は、その踊場及び当該傾斜路に接続する園路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容易に識別できるものとすること。
(8) 段及び傾斜路の上端に近接する園路及び踊場の部分には、点状ブロック等を敷設すること。

	３　案内表示
	　案内板等を設ける場合においては、２の表の６の項に定める基準によること。

	４　駐車場
	(1) 利用者の用に供する駐車場には、車椅子使用者用駐車施設を設けること。
(2) 車椅子使用者用駐車施設は、次に定める基準に適合するものとすること。
  ア 車椅子使用者用駐車施設へ通ずる１の項に定める構造の出入口

から当該車椅子使用者用駐車施設に至る経路の距離ができるだけ短くなる位置に設けること。
　イ 幅は、350センチメートル以上とすること。
　ウ 車椅子使用者用駐車施設又はその付近に、車椅子使用者用駐車施

設の表示をすること。
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